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１ 厚木市地域防災計画について             

（1）厚木市地域防災計画とは 

厚木市地域防災計画は、災害対策基本法第 42 条の規定に基づき、厚木市防災会議が

策定する防災に関する計画で、地震災害、風水害、雪害、火山災害その他の災害に対す

る総合的な対策を定めています。 

本計画は、国、地方公共団体その他公共的機関の役割を明確にし、市の総合的、計画

的な防災行政の整備推進を図るとともに、市民の生命、身体及び財産を保護し、社会秩

序を維持することを目的として策定しています。 

また、本計画は、国の防災基本計画に基づき、神奈川県地域防災計画等との整合を図

り、策定しています。 

 

 

 

（2）厚木市地域防災計画の体系 

本計画は、「地震災害対策編」、「風水害等対策編」及び「資料編」の３編で構成し

ています。 

また、各種対策を「予防計画」、「応急活動計画」及び「復旧・復興計画」の時系列

で整理しています。 

 

 

  

国の中央防災会議 

防災基本計画 

県防災会議 

県地域防災計画 

市防災会議 

市地域防災計画 

厚木市地域防災計画 

資料編 
（協定一覧、現況機関等） 

 

風水害等対策編 
（風水害、雪害等に関する内容） 

地震災害対策編 
（地震災害に関する内容） 

予防計画 

復旧・復興計画 

応急活動計画 速やかな対応 

生活再建 

災害発生 

日頃の備え 

 

時
間
の
流
れ 
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２ これまでの見直し経過                

（1）見直しの目的 

厚木市では、本計画について、これまで平成 23 年度に東日本大震災を踏まえた大幅

な見直しを行い、平成 24 年度に一部追加見直しを行いました。その後、平成 24 年度

から平成 26 年度までに行われた災害対策基本法の改正や防災基本計画の見直しを踏

まえ、平成 27 年度に見直しを行いました。 

 

 

 

 

 

今回は、甚大な被害を及ぼした平成 28 年４月熊本地震や平成 30 年７月豪雨などの

災害教訓を踏まえて見直しを行います。 

また、見直しに当たり、国の防災基本計画や神奈川県地域防災計画等上位計画及び関

係法令に基づき、修正を行います。 

 

 

３ 主な見直し内容                   
（1）国の防災対策の変更に関する項目 

 

ア 避難情報の名称変更の反映 

イ 土砂災害防止法改正に伴う要配慮者安全対策の強化 

ウ 水防法改正に伴う要配慮者安全対策の強化 

エ 応援受援体制の強化 

オ 南海トラフ地震に関連する情報の運用開始 

 

  

平成 23 年度 東日本大震災を教訓とした全面的な見直し 

平成 24 年度 保育所の帰宅困難対策、防災用ベンチ整備の追加に伴う見直し 

平成 27 年度 避難行動要支援者避難支援計画及び地区防災計画の位置付け、 

         指定避難所・指定緊急避難所の指定 
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（2）県の防災対策の変更に関する項目 

 

【県地域防災計画に基づく変更内容】 

ア ライフラインの安全対策の追加 

イ 被災者支援に関する情報システムの構築 

ウ 消防力の強化のための取組の追加 

エ 一斉帰宅の抑制の追加 

オ 罹災証明書交付の実施体制の整備の追加 

カ 外国人のための防災対策の追加 

キ 文化財の保護の追加 

ク 災害時のヘリコプターの運用対策の追加 

ケ 自主防災組織の女性リーダーの育成の追加 

コ 市民への防災知識の普及の追加 

サ 通信連絡手段 L アラート（災害情報共有システム）の追加 

シ 職員のストレス対策の追加 

ス 救助・救急、消火活動に関する県の役割の追加 

セ 「神奈川 DMAT」及び「かながわ DPAT」の追加 

ソ 帰宅困難者への対応 

タ 男女双方の視点に配慮した生活環境の確保の追加 

チ 応急仮設住宅の運営管理対策の追加 

ツ 要配慮者への情報提供の追加 

テ 防疫活動に関する取組の追加 

ト 遺体の検視及び処理対策の追加 

ナ 応急給水及び食料供給対策の追加 

ニ 生活必需物資等の範囲の追加 

ヌ 避難所に指定された県立高校との連携の追加 

ネ 緊急通行車両による輸送対象の想定の追加 

ノ 除去した障害物の集積場所の追加 

ハ 危険物等対策の追加 

ヒ 被災者への情報提供の追加 

フ 建物被害認定調査の補足調査の実施 

ヘ 復興計画の策定に関する留意事項の追加 

ホ 復興計画策定のプロセスの追加 

マ 精神的支援に関する新規項目の追加 

ミ 雪害対策に関する取組の反映 

ム その他県計画に合わせた文言修正 

 

【県水防計画に基づく変更内容】 

ア 水位情報 
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（3）市の防災対策の変更に関する項目 

 

ア 建築物等の安全対策の追加 

イ 避難所でのペット対策の追加 

ウ 緊急医療救護所・地域医療救護所の追加 

エ 緊急輸送道路の追加 

オ 災害廃棄物の処理対策の追加 

カ 地区別防災計画の策定の追加 

キ 災害対策本部長の代行順位の追加 

ク ドローンを活用した災害情報収集の追加 

ケ 指定避難所及び指定緊急避難場所 

 

 

 

  文章中の見直し事項の表記について（ｐ.5～ｐ.24） 

 

  新規事項については、新たな項目として反映する事項 

  修正事項（下線  ）については、名称、用語及び数値等の時点修正を反映する事項 

  一部追加事項については、現行計画の文中に一部追加を反映する事項 
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（1）国の防災対策の変更に関する項目 

国
の
防
災
対
策
の
変
更
に
関
す
る
項
目 

ア 避難情報の名称変更の反映 
風水害等対策編:p45 

地震災害対策編:該当項 

修正事項 

平成 28 年 12 月に避難情報の名称が次のとおり変更となったことから、避難情

報の発令名称変更を計画に反映します。 

 

(ｱ) 土砂災害警戒区域等における避難勧告等の発令の基準 

※ 土砂災害警戒情報とは、大雨による土砂災害発生の危険度が高まったとき、市長が避難勧

告等を発令する際の判断や市民の自主避難の参考となるよう、神奈川県と横浜地方気象台が

共同で発表する防災情報。 

発令名称 発令基準 発令対象箇所 

避 難 準

備・高齢者

等 避 難 開

始 

１ 

大雨警報（土砂災害）が発表され、かつ、土砂災害

警戒判定メッシュ情報で大雨警報（土砂災害）の土

壌雨量指数基準（121）を超過した場合 

土砂災害警戒区域 

土砂災害特別警戒区域 ２ 

大雨注意報が発表され、当該注意報の中で、夜間～

翌日早朝に大雨警報（土砂災害）に切り替える可能

性が言及されている場合 

３ 
強い降雨を伴う台風が夜間から明け方に接近・通過

することが予想される場合 

避難勧告 

１ 土砂災害警戒情報が発表された場合 土砂災害警戒区域 

土砂災害特別警戒区域 

 

※ 対象地区の指定に当た

っては、土砂災害警戒メッ

シュ情報の当該メッシュ

にかかる地域を考慮 

２ 

大雨警報（土砂災害）が発表され、かつ、土砂災害

警戒メッシュ情報の予測値で土砂災害警戒情報の判

定基準を超過し、さらに降雨が継続する見込みであ

る場合 

３ 
大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、記

録的短時間大雨情報が発表された場合 

４ 
土砂災害の前兆現象（湧き水・地下水の濁り、渓流

の水量の変化等）が発見された場合 
前兆現象発見箇所付近 

避 難 指 示

（緊急） 

１ 

土砂災害警戒情報が発表され、かつ、土砂災害警戒

情報を補足する情報で土砂災害警戒情報の基準を実

況で超過した場合 

土砂災害警戒区域 

土砂災害特別警戒区域 

 

※ 対象地区の指定に当た

っては、土砂災害警戒メッ

シュ情報の当該メッシュ

にかかる地域を考慮 

２ 
土砂災害警戒情報が発表されており、さらに記録的

短時間大雨情報が発表された場合 

３ 
避難勧告等による立退き避難が十分でなく、再度、

立退き避難を住民に促す必要がある場合 

４ 土砂災害が発生した場合 現象等発生箇所付近 

５ 山鳴り、流木の流出の発生が確認された場合 現象等発生箇所付近 
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国
の
防
災
対
策
の
変
更
に
関
す
る
項
目 

イ 土砂災害防止法改正に伴う要配慮者安全対策の強化 
地震災害対策編:p.28 
風水害等対策編:p.28 

一部追加事項 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下「土砂災害防止

法」とする）に基づき、土砂災害警戒区域内に位置する要配慮者利用施設（社会福祉施設、

教育施設、医療施設等）の管理者等は避難確保計画の策定及び避難訓練を実施します。 

ウ 水防法改正に伴う要配慮者安全対策の強化 風水害等対策編:p.25 

一部追加事項 

水防法に基づき、洪水浸水想定区域に位置する要配慮者利用施設（社会福祉施設、教育施

設、医療施設等）の管理者等は避難確保計画の策定及び避難訓練を実施します。 

エ 応援受援体制の強化 
地震災害対策編:p.70,147 
風水害等対策編:p.75,158 

新規事項 

平成 28 年 4 月の熊本地震において、広域的な応援・受援に具体的な運用方法・

役割分担が確立していなかったことや応援の受入れに当たり、県と市町村の役割分

担が明確でなかったことなど、被災地方公共団体における受援体制が十分に整備さ

れていなかった課題があったことから、「地方公共団体のための災害時受援体制に関

するガイドライン」に基づき、応援受援の体制について見直します。 

 

【災害時応急活動事前計画】 
(ｱ) 応援・受援計画の策定 

市は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の市町村及び防災関係機関から

応援を受けることができるよう、応援・受援計画の策定に取り組みます。 

【応急活動計画】 
市は、応援の受入れに関する総合調整、受援に関する取りまとめ等、受援に関する様々な

対応に対し、円滑に行うため、災害対策本部に「受援担当」を置くものとします。なお、受

援担当は、次の事項に取り組みます。 

(ｱ) 受援に関する状況把握・取りまとめ 

何がどのくらいの数量でいつまでに必要か等、庁内における人的・物的資源のニーズ

の取りまとめを行います。 

(ｲ) 人的資源の受援・管理 

人的資源に関するニーズと現状受入れから、応援要員の過不足を整理します。被災地

の状況を踏まえ、今後、求められる業務内容を検討し、必要となる資源を見積もります。

見積もりをもとに、今後必要となる応援要員を要請します。 

(ｳ) 物的資源調達に関する報告受付・管理 

物的資源の受入状況について取りまとめを行い、物的資源の過不足を整理します。今

後の物的資源の見込みについて検討し、必要となる物的資源を見積もります。見積もり

をもとに、必要となる物的資源については、要請を行います。 
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(ｴ) 庁内調整 

(ｱ)で取りまとめた結果を庁内の各班の業務担当窓口（受援）に共有します。 

(ｵ) 応援職員への支援（適切な執務環境の提供等） 

応援職員の待機場所、応援職員による定例ミーティングの開催ができる環境を提供し

ます。また、各班の業務担当窓口が、適切な執務環境を提供しているか、配慮します。 

国
の
防
災
対
策
の
変
更
に
関
す
る
項
目 

オ 南海トラフ地震に関連する情報の運用開始 地震災害対策編:p.188 

修正事項 

「東海地震に関する情報」の発表が停止し、新たに「南海トラフ地震に関連する

情報」が運用開始されたことから、計画に反映します。 

 

情報の種類 情報の発表条件 

南海トラフ地震に関連す

る調査情報 

（臨時） 

   南海トラフ沿いで異常な現象（※）が観測され、

その現象が南海トラフ地震と関連するかどうか

調査を開始した場合、または調査を継続している

場合 

  観測された現象を調査した結果、南海トラフ地

震発生の可能性が平常時と比べて相対的に高ま

ったと評価された場合 

  観測された現象を調査した結果、南海トラフ地

震発生の可能性が相対的に高まった状態ではな

いと評価された場合 

南海トラフ地震に関する

情報（定例） 

  「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」

の定例会合において評価した調査結果を発表す

る場合 

※ 東海地震に関する情報の停止に伴い、現行の法律に基づく警戒宣言は出されないことに

なります。暫定的な処置として「南海トラフ地震に関連する情報(平成 29 年 11 月)」(気

象庁)が運用開始となりました。 
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（2）県の防災対策の変更に関する項目 

【県地域防災計画に基づく変更内容】 

県
の
防
災
対
策
の
変
更
に
関
す
る
項
目
（
県
地
域
防
災
計
画
に
基
づ
く
変
更
内
容
） 

ア ライフラインの安全対策の追加 
地震災害対策編:p.29 
風水害等対策編:p.30 

一部追加事項 

市は、災害時に電気を供給することができる電気自動車や燃料電池自動車の普及促進を図り

ます。 

イ 被災者支援に関する情報システムの構築 
地震災害対策編:p.36 
風水害等対策編:p.34 

新規事項 

被災者支援に関する情報システムの構築等 

(ｱ) 市は、罹災証明書の交付、義援金の給付等の被災者支援業務を円滑に実施するため、被

災者の住所や家屋等の情報を効率的に処理する被災者台帳システムの導入や体制の整備

に努めます。 

(ｲ) 市は、市民や避難所、救護活動拠点等への情報提供等に当たり、インターネット等各種

通信手段の活用を図ります。 

(ｳ) 市は、東日本電信電話(株)等の電気通信事業者が災害時に提供する伝言サービスの仕組

みや利用方法等の周知に努めます。 

(ｴ) 市は、居住地以外の場所に避難する被災者に対して必要な情報を周知できるよう、被災

者の所在地等の情報を避難元と避難先の地方公共団体が共有する仕組みの運用を図りま

す。また、災害や生活情報を伝達できるよう、体制の整備に努めます。 

ウ 消防力の強化のための取組の追加 
地震災害対策編:p.40 
風水害等対策編:p.38 

新規事項 

市は、県消防広域化推進計画に基づく消防広域化など、消防力の強化のための取組を推進し

ます。 

エ 一斉帰宅の抑制の追加 地震災害対策編:p46 

一部追加事項 

大規模地震発生直後において、帰宅困難者の発生を抑制するため、市民、企業、学校、関係

団体などへの周知を図り、一斉帰宅抑制に努めます。 

オ 罹災証明書交付の実施体制の整備の追加 
地震災害対策編:p.48 
風水害等対策編:p.54 

一部追加事項 

市は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査担当者の育成、

他の地方公共団体、民間団体との応援協定の締結等を計画的に進めるなど、罹災証明書の交付

に必要な業務の実施体制の整備に努めます。 
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県
の
防
災
対
策
の
変
更
に
関
す
る
項
目
（
県
地
域
防
災
計
画
に
基
づ
く
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カ 外国人のための防災対策の追加 
地震災害対策編:p.52 
風水害等対策編:p.59 

一部追加事項 

外国人旅行者が災害時において、より正確な情報収集が可能となるように、国土交通省観光

庁による外国人旅行者向けプッシュ型情報発信アプリ「Safety tips」の普及に努めます。 

キ 文化財の保護の追加 
地震災害対策編:p.61 
風水害等対策編:p.68 

一部追加事項 

市教育委員会は、市内における文化財の保護に関する対策を行うとともに、所有者や関係機関と

連携して文化財防災マニュアルの作成を行う等、具体的な災害時の文化財防災対策の検討を進めま

す。 

ク 災害時のヘリコプターの運用対策の追加 
地震災害対策編:p.63 
風水害等対策編:p.70 

一部追加事項 

災害時のヘリコプターの運用等について、あらかじめ関係機関と協議し、図上訓練などによ

り、運用方法等の検証を図ります。 

ケ 自主防災組織の女性リーダーの育成の追加 
地震災害対策編:p.72 
風水害等対策編:p.77 

一部追加事項 

自主防災組織への女性の参加の促進に努めるとともに、女性リーダーの育成に努めます。 

コ 市民への防災知識の普及の追加 地震災害対策編:p.74 

新規事項 

地震防災チェックシートなどを活用し、市民の自助と共助の意識の向上を図ります。また、

かながわシェイクアウトを通じて、地震発生時の安全確保行動の習得の徹底を図ります。 

サ 通信連絡手段Ｌアラート（災害情報共有システム）の追加 
地震災害対策編:p.83 
風水害等対策編:p.93 

一部追加事項 

通信連絡手段としてＬアラートを追加します。 

・ Ｌアラート（災害情報共有システム） 

 

県は、市がＬアラート（災害情報共有システム）への情報発信が行えないときは、市に代わ

ってＬアラートへの情報発信を行います。 

シ 職員のストレス対策の追加 
地震災害対策編:p.91 

 風水害等対策編:p.103 

一部追加事項 

職員等の惨事ストレス対策として必要に応じて消防庁等に精神科医等の派遣を要請します。 

 

  



 

10 

 

県
の
防
災
対
策
の
変
更
に
関
す
る
項
目
（
県
地
域
防
災
計
画
に
基
づ
く
変
更
内
容
） 

ス 救助・救急、消火活動に関する県の役割の追加 
地震災害対策編:p.91 

風水害等対策編:p.103 

新規事項 

「神奈川 DMAT」及び「かながわ DPAT」による医療救護活動の応援要請につい

て県の役割を追加しました。 

 

県は、市長の要請又は自らの判断により、次の措置を行います。 

(ｱ) 神奈川県内消防広域応援実施計画に基づく神奈川県消防広域運用調整本部（略称：かな

がわ消防）の設置及び神奈川県消防広域応援隊の編成 

(ｲ) 消防庁に対する緊急消防援助隊の派遣等の広域的応援要請 

(ｳ) 県公安委員会に対する警察庁又は他都道府県警察への援助要求の要請 

(ｴ) 自衛隊に対する救助・救急、消火活動の応援要請 

(ｵ) 在日米軍に対する救助・救急、消火活動の応援要請 

(ｶ) 日本赤十字社及び災害拠点病院等に対する救護班、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）、

ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）等による医療救護活動の応援要請 

(ｷ) 国の非常（緊急）災害対策本部等と連携した、自衛隊の行う救助・救急、消火活動の円

滑化のための総合調整 

(ｸ) 国及び他都道府県への救助の応援要請 

セ 「神奈川 DMAT」及び「かながわ DPAT」の追加 
地震災害対策編:p.93 

風水害等対策編:p.105 

新規事項 

市は、県保健医療救護計画に基づき、一般社団法人厚木医師会、一般社団法人厚木歯科医師

会等の協力を得て、被災者に対する医療活動を実施します。ただし、災害救助法が適用された

後に医療救護の必要があると認めたときは、県に対して神奈川 DMAT※１やかながわ DPAT

※２等の派遣要請を行います。 

＜医療救護活動体制＞ 
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※１神奈川 DMAT：災害の発生直後に活動できる機動性を持った神奈川ＤＭＡＴ指定病院 

及びそれに所属する災害派遣医療チーム 

※２かながわ DPAT：災害時に専門性の高い精神科医療の提供と精神保健医療活動の支援を行う 

神奈川県災害派遣精神医療チーム 

ソ 帰宅困難者への対応 
地震災害対策編:p.99 

風水害等対策編:p.110 

新規事項 

【地震災害対策編】 

市は、「むやみに移動を開始しない」という基本原則の広報等により、一斉帰宅の抑止を図

るとともに、滞在場所の確保等の支援に努めます。滞在場所の運営に当たっては、男女のニー

ズの違いや、要配慮者の多様なニーズに配慮した運営に努めます。 

【風水害等対策編】 

市は、早めの帰宅の促進や無理な外出は控える等、周知するとともに、公共交通機関の停止

に備え、滞在場所の確保等の支援に努めます。滞在場所の運営にあたっては、男女のニーズの

違いや、要配慮者の多様なニーズに配慮した運営に努めます。 

タ 男女双方の視点に配慮した生活環境の確保の追加 
地震災害対策編:p.103 
風水害等対策編:p.115 

新規事項 

(ｱ) 県及び市は、被災時の男女のニーズの違いを踏まえた男女双方の視点や参画に十分配慮

し、避難所における生活環境を常に良好なものとするよう努めます。 

(ｲ) 市は、県の「避難所マニュアル策定指針」を参考に、女性用のトイレや専用の物干し場、

更衣室、授乳室の設置及び設置場所の工夫、生理用品、女性用下着の女性による配布など、

女性の生活環境を良好に保つとともに、女性や子供に対する暴力等を予防するための照明の

設置などにより安全性を確保し、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営に努め

ます。 

チ 応急仮設住宅の運営管理対策の追加 
地震災害対策編:p.105 
風水害等対策編:p.117 

一部追加事項 

応急仮設住宅への入居者募集及び運営管理 

市及び県は、応急仮設住宅への入居者の募集を行います。この際、入居者の選定については、

被災者の生活条件を調査の上、要配慮者優先の観点から入居者の優先順位を設定して選考しま

す。 

応急仮設住宅の運営管理に当たっては、応急仮設住宅における安心・安全の確保、孤独死や

引きこもりなどを防止するためのこころのケア、入居者によるコミュニティの形成及び運営に

努めるとともに、女性の参画を推進し、女性を始めとする生活者の意見を反映できるよう配慮

します。また、必要に応じて、応急仮設住宅におけるペットの受入れに配慮します。 

ツ 要配慮者への情報提供の追加 
地震災害対策編:p.108 
風水害等対策編:p.120 

一部追加事項 

高齢者、障がい者等に向けた情報提供についても十分配慮します。 
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テ 防疫活動に関する取組の追加 
地震災害対策編:p.111 
風水害等対策編:p.123 

新規事項 

市は、県の指示に従い臨時の予防接種を実施する場合は、ワクチンの確保などを迅速に行い、

時期を失しないように措置します。 

ト 遺体の検視及び処理対策の追加 
地震災害対策編:p.111 
風水害等対策編:p.123 

一部追加事項 

市は、遺体対策については、適切な対応を取るため、神奈川県広域火葬計画に定める「遺体

の取扱いに対する心得及び遺体適正処理ガイドライン」に沿った棺の調達、遺体の搬送の手配、

遺体の保存のために必要な物資の調達等を実施するとともに、その衛生状態に配慮します。 

 

ナ 応急給水及び食料供給対策の追加 
地震災害対策編:p.114,115 
風水害等対策編:p.126,127 

新規事項 

＜応急給水対策＞ 

市は、給水が困難な場合は県及び県営水道に対して支援を要請します。 

 

＜食料供給対策＞ 

市は、必要な食料の調達が困難な場合は、県に対して支援を要請します。ただし、政府所

有米については、交通・通信の断絶により県の指示が得られない場合、直接農林水産省政策

統括官付貿易業務課米穀業務班に要請します。 

 

ニ 生活必需物資等の範囲の追加 
地震災害対策編:p.116 
風水害等対策編:p.127 

新規事項 

被災者に対する衣料、生活必需品その他の物資の確保において、生活必需物資等の

範囲を定めます。 

＜生活必需物資等の範囲＞ 

生活必需物資等の範囲は次のとおりとします。 

寝具類、衣類、炊事用具、食器類、日用品雑貨、光熱材料、燃料等 

ヌ 避難所に指定された県立高校との連携の追加 
地震災害対策編:p.122 
風水害等対策編:p.133 

新規事項 

避難所に指定された県立高校等は、市と連携して避難所を開設し、避難者の安全確保を図り

ます。 
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ネ 緊急通行車両による輸送対象の想定の追加 
地震災害対策編:p.128 
風水害等対策編:p.138 

新規事項 

緊急通行車両により輸送する対象は、被災状況及び災害応急対策の進捗状況に応じて、お

おむね次のとおりとします。 

 

段階 輸送対象 

第１段階 

（発災直後から２日目ま

での間） 

 

(１) 救助、救急活動、医療活動の従事者及び医薬品等、人命救

助に要する人員、物資 

(２) 消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員及び物資 

(３) 政府災害対策要員、地方公共団体災害対策要員、情報通信、

電力、ガス、水道施設保安要員等初動の災害応急対策に必要

な要員・物資等 

(４) 後方医療機関へ搬送する負傷者等 

(５) 緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧、交通規

制等に必要な人員及び物資 

第２段階 

（発災後３日目からおお

むね１週間の間） 

(１)第１段階の続行 

(２)食料、水等生命の維持に必要な物資 

(３)傷病者及び被災者の被災地域外への輸送 

(４)輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資 

(５)災害廃棄物の輸送 

第３段階 

（発災後おおむね１週間

以降） 

(１)第２段階の続行 

(２)災害復旧に必要な人員及び物資 

(３)生活必需品 
 

ノ 除去した障害物の集積場所の追加 
地震災害対策編:p.129 
風水害等対策編:p.140 

一部追加事項 

除去した障害物の集積場所 

障害物の集積場所については、それぞれの実施者において考慮しますが、おおむね次の場

所に集積し、廃棄し、又は保管します。 

なお、この集積場所については、関係用地管理者等と協議し、あらかじめ選定した場所と

します。ただし、災害の状況によっては、海岸、河川敷、緑地帯等を一時使用します。 

(ｱ) 廃棄する場所については、実施者の管理に属する遊休地及び空地その他廃棄に適当な 

場所 

(ｲ) 保管するものについては、その保管する工作物等に対応する適当な場所 

(ｳ) 除去した障害物が二次災害の原因にならないような場所 

(ｴ) 広域避難場所として指定された場所以外の場所 
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ハ 危険物等対策の追加 
地震災害対策編:p.131 
風水害等対策編:p.143 

新規事項 

危険物等対策 

大規模災害発生時に、屋内貯蔵所や給油取扱所等の危険物施設、火災原因となるおそれ

のある薬品を管理する施設、ボイラー施設、地下街等の危険箇所について、消防と綿密に

連携し、速やかに、大規模な火災、有害物質の漏えい、爆発等の発生の有無の調査を行い、

状況に応じて施設内滞在者及び施設周辺住民の避難誘導や交通規制等災害の拡大を防止す

るための的確な措置を行います。 

 

ヒ 被災者への情報提供の追加 
地震災害対策編:p.143 
風水害等対策編:p.154 

一部追加事項 

避難所以外で避難生活を送る避難者、応急仮設住宅として提供される賃貸住宅への避難

者、所在が把握できる広域避難者に対しても情報等が提供されるよう努めます。 

 

フ 建物被害認定調査の補足調査の実施 
地震災害対策編:p.169 
風水害等対策編:p.181 

一部追加事項 

「全壊、焼失、半壊建築物数等及びデータ」を基に、罹災証明の根拠となる住宅の被災状

況を把握するとともに、情報が不足している地域等については補足調査を行います。 

 

へ 復興計画の策定に関する留意事項の追加 
地震災害対策編:p.170 
風水害等対策編:p.182 

一部追加事項 

復興計画の策定に際しては、地域のコミュニティが被災者の「こころの健康」の維持を含

め、被災地の物心両面にわたる復興に大きな役割を果たすことを踏まえ、その維持・回復や

再構築に十分に配慮するものとします。 

ホ 復興計画策定のプロセスの追加 
地震災害対策編:p.171 
風水害等対策編:p.183 

新規事項 

復興計画策定のプロセス 

(ｱ) 復興計画の策定に当たっては、復興に関する事務等を行う組織（震災復興本部）の長

は、震災復興専門委員会（仮称）を招集し、復興計画の理念等を諮問します。その後、

震災復興専門委員会（仮称）の答申を踏まえ、復興計画策定方針を策定し、関係局にお

いて案を作成します。 

(ｲ) 震災復興本部長は、震災復興本部会議の審議を経て、復興計画及び分野別復興計画を

決定し、公表します。 
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マ 精神的支援に関する新規項目の追加 
地震災害対策編:p.178 
風水害等対策編:p.191 

新規事項 

精神的支援 

(ｱ) 被災者の精神保健支援のための地域拠点の設置 

市は、県と連携し、被災者のこころのケアに長期的に対応するための地域拠点を設置

して地域に根ざした精神保健活動を行います。 

(ｲ) 災害時のこころのケア啓発冊子の作成・配布 

被災に関わるこころの変化について、被災者、行政関係者、ボランティア等に周知を

図るため、既存の冊子や新たに作成した冊子を配布します。 

ミ 雪害対策に関する取組の反映 風水害等対策編:p197,204 

一部追加事項 

【災害予防計画】 

情報の収集・連絡体制の拡充 

市は、平常時から、高齢者等の要配慮者の住居その他関連施設について状況の把握に

努め、除雪が困難であったり、危険な場合においては、必要に応じて、消防機関・自主

防災組織・近隣居住者等との連携協力により、除雪支援や避難誘導を行う体制の整備・

再点検を行うよう努めます。さらに、様々な環境下にある住民等に対して、警報等が確

実に伝わるよう、関係事業者の協力を得つつ、防災行政無線、Ｊ－ＡＬＥＲＴ（全国瞬

時警報システム）、Ｌアラート（災害情報共有システム）、テレビ、ラジオ（コミュニテ

ィＦＭ放送を含む。）、携帯電話等を用いた伝達手段の多重化、多様化を図るよう努めま

す。 

 

【応急活動計画】 
広域的な応援体制 

市長は、災害が発生又は発生するおそれがあるときは災害応急対策を実施しますが、その

被害状況によって、災害応急対策を実施するために必要があると認めるときには、他市町村

長、若しくは知事に対し、応援要請をし、又は災害応急対策の実施を要請します。 
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県
の
防
災
対
策
の
変
更
に
関
す
る
項
目
（
県
地
域
防
災
計
画
に
基
づ
く
変
更
内
容
） 

ム その他県計画に合わせた文言修正 
地震災害対策編:該当項 
風水害等対策編:該当項 

修正事項 

県計画との整合を図るため、市地域防災計画内の表現を県計画の名称及び用語、

文言に修正します。また、数値等の時点修正も反映します。 

 

 

＜主な修正例＞ 

見直し前 見直し後 

警察署 厚木警察署 

ファクシミリ ＦＡＸ 

特設公衆電話 災害用公衆電話（特設公衆電話） 
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【県水防計画に基づく変更内容】 

県
の
防
災
対
策
の
変
更
に
関
す
る
項
目
（
水
防
計
画
に
基
づ
く
変
更
内
容
） 

ア 水位情報 風水害等対策編:p.87,102 

修正事項 

「神奈川県水防計画（平成 30 年 4 月）」の見直しに伴い、各水位情報を修正しま

す。 

 

＜相模川洪水予報の基準水位＞ （単位：m） 

予報 

区域名 
河川名 

水位 

観測所名 

水防団 

待機水位 

(通報水位) 

氾濫 

注意水位 

(警戒水位) 

避難判断

水位 

氾濫 

危険 

水位 

相模川 

中流 
相模川 

上依知 5.8 6.5 6.9 7.3 

相模大橋 3.7 4.3 5.8 6.5 

 

 

＜水位情報の通知及び周知を行う市内の河川＞ 

河川名 
基準水位 

観測所名 

水防団 

待機水位 

(通報水位) 

氾濫注意水位 

(警戒水位) 

避難判断水位 

(特別警戒水位) 

氾 濫 危 険

水位 

(洪水特別

警戒水位) 

量水標 

管理者 

中津川 才戸橋 1.70ｍ 2.20ｍ 2.30ｍ 2.60m 国土交通省 

小鮎川 
千頭橋 1.20ｍ 1.70ｍ 2.35ｍ 2.55m 県土整備局 

小 鮎 1.20ｍ 1.70ｍ 2.00ｍ 2.40m 企業庁 

荻野川 荻野橋 1.50ｍ 1.80ｍ 1.80ｍ 2.05m 県土整備局 

玉川 玉川橋 1.20ｍ 1.35ｍ 1.35ｍ 1.90m 県土整備局 

細田川 森の里 2.70ｍ 3.20ｍ 3.70ｍ 4.55m 県土整備局 
 

 

 

  



 

18 

 

（3）市の防災対策の変更に関する項目 

市
の
防
災
対
策
の
変
更
に
関
す
る
項
目 

ア 建築物等の安全対策の追加 地震災害対策編:p.32 

新規事項 

平成30年６月大阪府北部を震源とする地震におけるブロック塀等の倒壊の教訓か

ら、危険ブロック塀等の安全対策について見直します。 

「厚木市危険ブロック塀等防災工事補助金交付制度」の周知についての取組、必要

に応じて危険性のあるブロック塀等については安全点検を行う内容を追加します。 

 

ブロック塀等への転倒対策 

市は、地震等におけるブロック塀等の倒壊や転倒による災害を未然に防止するため、危険な
ブロック塀等対策として、「厚木市危険ブロック塀等防災工事補助金交付制度」の周知を図り
ます。 

また、所有者に対して安全点検実施の指導、助言を行い、必要に応じて危険性のあるブロッ
ク塀等については安全点検を行う等ブロック塀等の転倒対策に取り組みます。 
 

イ 避難所でのペット対策の追加 
地震災害対策編:p.47,103 
風水害等対策編:p.53,115 

新規事項 

市で作成している「災害時ペット動物対策行動指針（平成 29 年３月）」、「災害時

飼養動物対策マニュアル（平成 30 年３月）」に基づき、ペット同行避難のルールに

ついて地域住民に周知することを追加します。 

 
【災害時応急活動事前計画】 

飼養動物等（ペット等）の保護対策 

市は、災害時における避難・救出については、できるだけペットの避難・救出ができる

よう動物愛護の観点から配慮します。 

(ｱ) 「災害時ペット動物対策行動指針」（平成 29 年３月）、「災害時飼養動物対策マニュア

ル」（平成 30 年３月）に基づき、ペット同行避難のルールについて市民に周知をします。 

(ｲ) 平常時の避難所運営委員会において避難所でのペットのためのスペースの確保につい

て、あらかじめ協議し避難所運営マニュアルに位置付けます。併せてペットの一時預かりの

方策について検討します。障害のある方が同伴する身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬）に

ついては、ペットとは捉えず、避難行動要支援者への支援として考えます。しかし、避難者

の中には動物が苦手な方やアレルギーを持っている方もいるため、動物が苦手な方やアレル

ギーを持っている方と動物の動線が交わらないように飼養スペースを確保する等の対策も

行います。 

【応急活動計画】 
ペット対策 

「厚木市災害時飼養動物対策マニュアル（平成 30 年３月）」、「災害時ペット動物対策行

動指針(平成 29 年３月)」に基づき、ぺットの安全確保に努めます。 



 

19 

 

市
の
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災
対
策
の
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更
に
関
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項
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ウ 緊急医療救護所・地域医療救護所の追加 
地震災害対策編:p.58 

     風水害等対策編:p.65 

新規事項 

医療救護所について、緊急医療救護所及び地域医療救護所を位置付け、各医療救護

所の施設一覧を追加しました。 

 

(ｱ) 医療救護所等の開設及び運営 

市は、発災直後（発災～およそ１日後）及び超急性期（およそ発災１日後～３日後）におい

て、必要に応じて、指定の市内協力病院敷地内に緊急医療救護所を開設し、傷病者のトリアー

ジ等を実施します。 

メジカルセンターについては、発災直後から市立病院と連携し、軽症者の応急処置等を実施

します。 

また、急性期以降（およそ発災３日後～）において、必要に応じて、指定の避難所に地域医

療救護所を開設し、避難者等の診療等を実施します。 

＜緊急医療救護所＞ 

開設場所 所在地 

市立病院（災害拠点病院） 水引１-16-36 

東名厚木病院 船子２３２ 

湘南厚木病院 温水１１８-１ 

厚木佐藤病院 小野７５９ 

亀田森の里病院 森の里３-１-１ 

愛光病院 松枝２-７-１ 

相州病院 上荻野１６８2-３ 

＜地域医療救護所＞ 

開設場所 所在地 

厚木中学校 水引１-１-３ 

厚木第二小学校 旭町５-38-１ 

藤塚中学校 上依知1289 

依知中学校 中依知364 

三田小学校 三田515 

清水小学校 妻田西３-18-１ 

荻野中学校 鳶尾５-１-１ 

小鮎小学校 飯山2360 

ぼうさいの丘公園 温水783-１ 

愛甲小学校 愛甲西１-17-１ 

玉川小学校 七沢150-１ 

相川中学校 酒井1981-１ 

緑ケ丘小学校 緑ケ丘４-１-１ 
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エ 緊急輸送道路の追加 
地震災害対策編:p.62,63 
風水害等対策編:p.69,70 

一部追加事項 

新たに緊急輸送道路を追加します。 

(ｱ) 第１次緊急輸送道路 

路線名 区間 

第二東海自動車道 

（新東名高速道路） 
市内全線 

 

(ｲ) 第２次緊急輸送道路 

第１次緊急輸送道路を補完し、地域的ネットワークを構成する路線で、市庁舎等に連絡

する路線 

路線名 区間 

県道602号（本厚木停車場） 市内全線 

市道厚木町中町４号線 全線 

市道中町23号線 全線 
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オ 災害廃棄物の処理対策の追加 
地震災害対策編:p.69,137 
風水害等対策編:p.74,148 

新規事項 

災害廃棄物の処理対策について、平成 30 年３月に市が策定した「厚木市災害廃

棄物処理計画」との整合を図り、現行計画のし尿・ごみ処理に関する節と合わせ、

新たに、節として「災害廃棄物処理対策」を設けます。 

 

【災害時応急活動事前計画】 
平成 30 年３月に策定した「厚木市災害廃棄物処理計画」に基づき、災害廃棄物等の

適正、円滑かつ迅速な処理の推進を図ります。 

 

(ｱ) 平常時の対策 

市は、「厚木市災害廃棄物処理計画」に基づき、災害発生時の混乱状況下においても

速やかに適切な対応をとることができるように主に次の事項の準備を進めます。 

a 災害廃棄物に関する情報の収集・更新 

b 処理体制、応急対応、協力支援等の体制の整備 

c 仮置場の選定・確保、運営方法の検討 

d 災害廃棄物処理発生量、処理方法等のシミュレーション 

e 職員の教育訓練、市民等への啓発 

f 廃棄物処理施設の強靭化、資機材備蓄、事業継続計画の策定 

(ｲ) 一般廃棄物処理施設の耐震化等 

市は、ごみ処理施設及びし尿処理施設の耐震化、浸水対策及び補修等に必要な資機材

の備蓄に努めるとともに、収集車両や機器等を常時整備し、緊急出動できる体制の整備

に努めます。 

(ｳ) 災害廃棄物等の処理・処分計画の策定等 

市は、生活ごみや震災によって生じた災害廃棄物を集積、保管、処理するために一時

的に設置される仮置場の配置計画、災害廃棄物等の処理・処分計画をあらかじめ策定す

ることなどにより、発災時における応急体制の確保に努めます。 

(ｴ) 発災時の相互協力体制の整備 

市は、周辺の市町村や廃棄物関係団体と調整し、発災時の相互協力体制の整備に努め

ます。 

(ｵ) 市災害廃棄物処理計画の見直し  

市は、必要に応じて、「厚木市災害廃棄物処理計画」を見直します。 
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【応急活動計画】 
市は、「神奈川県災害廃棄物処理業務マニュアル」及び平成 30 年３月に策定した「厚木

市災害廃棄物処理計画」等に基づき、ごみ処理施設及びし尿処理施設の被災状況を把握す

るとともに、し尿収集対象や災害廃棄物の発生量を推計し、応急体制の確保を図り、適正

円滑かつ迅速な収集・処理に努めます。 

 

(ｱ) 災害廃棄物処理対策に対する体制の整備 

a 必要な人員の配置 

市は、「神奈川県災害廃棄物処理業務マニュアル」及び「厚木市災害廃棄物処理計画」

等に基づき、対策組織に必要な人員を配置します。 

b 連絡体制の確立 

市は、「神奈川県災害廃棄物処理業務マニュアル」及び「厚木市災害廃棄物処理計画」

等に基づき、相互間の連絡体制を確立します。 

c ごみ処理施設、し尿処理施設の被災状況の把握 

市は、発災後速やかにごみ処理施設及びし尿処理施設の被災状況を把握し、その状況

を関係機関に報告します。 

 

施設種類 名称 所在地 処理能力(日) 

ごみ処理施設 厚木市環境センター 金田 1641-１ 327ｔ 

ガラス類処理施設 厚木市資源化センター 上古沢 1013 26.6ｔ 

し尿処理施設 厚木市衛生プラント 長谷 626-１ 69k ㍑ 

 

d 発災後の局面ごとの対応事項 

(a) 災害初動対応期 

災害初動対応期は、発災から１～２週間程度の期間であり、発災から数日間は特

に人命救助が最優先される時期に当たります。この期間に次の事項について対応し

ます。 

① 正確な被害情報の収集・伝達 

② 被災状況に応じた応急対応体制の構築 

③ 災害廃棄物の処理のための組織招集と活動の開始 

④ 一次仮置場の開設、必要な資機材の調達 

⑤ 避難ごみ、避難所の収集運搬の実施 

⑥ 廃棄物処理施設の点検と被災状況把握 

⑦ 協力支援先、協定先への連絡と支援体制の確立 

⑧ 廃棄物の処理に関する広報活動 

⑨ 災害対策本部等と連携し、自衛隊・警察・消防等の行う応急対応への協力 
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(ｂ) 災害応急対応期 

発災後１～２ 週間から３ヵ月程度の期間であり、避難所生活が本格化する時期に 

当たります。この期間に、次の事項について対応します。 

① 災害廃棄物発生量に関する推計 

② 災害廃棄物処理実行計画の作成 

③ 広域連携等の手続の実施 

④ 廃棄物の処理に関する広報活動 

⑤ 有害廃棄物等の処理 

⑥ 二次仮置場の開設、準備 

 

(ｲ) 生活ごみ及び避難所ごみの処理 

a 生活ごみ 

(a) 被害状況把握 

生活ごみの収集・処理体制を整備するため、発災後、速やかに処理施設や運搬ル

ートの被害状況を把握し、ルートの安全性の確認を行います。収集運搬車両や処理

施設の被災により収集能力が不足する場合は、「災害時におけるごみ等の処理に関す

る協定」に基づき、厚木市廃棄物処理業協同組合及び協同組合厚木市資源再生セン

ターに、ごみ等の収集運搬、一時保管、必要な人員の確保及び機材等の提供を要請

します。また、不燃ごみや資源ごみ等の衛生面に問題のない生活ごみを家庭で保管

するように市民に対して要請します。 

(ｂ) 収集運搬対策 

生活ごみについては、平時の収集体制を維持することを基本としますが、災害廃

棄物の発生状況に応じて、不燃ごみや資源物の収集回数を減らす、集積所を集約し

て集積所数を減らす、資源物の分別種類を減らす等により効率化を図り、平時の車

両数の６割から７割程度の車両数で収集できる体制を構築します。また、発災後は

道路の混雑が予想されるため、環境センターへの直接搬入は原則禁止とします。収

集については、平時の収集体制での役割分担により、収集します。 

なお、高齢者等の要配慮者世帯のごみ収集については、平時と同様の配慮に努め

ます。 

＜収集運搬における役割分担＞ 

・可燃ごみ、廃プラ、粗大ごみ：市 

・不燃ごみ、資源：協同組合厚木市資源再生センター 

・本厚木駅周辺地区の収集運搬：厚木市廃棄物処理業協同組合 

ｂ 避難所ごみ 

(a) 分別・排出 

避難所においてごみの分別を行うことは、その後のスムーズな処理へとつながる

ため、可能な限り分別を行うこととします。このため、避難所ごみについても、平

時と同様の分別で排出することを基本とします。 
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(b) 収集運搬体制 

平時の収集ルートに避難所を加えることにより、平時の収集体制での役割分担に 

より、生活ごみの収集と併せて収集します。 

発災後の都市機能の麻痺状態などを勘案しても、発災から３～４日後（特に夏季

においては早期の取組が必要である）には、収集を開始することを目標とします。 

(c) 避難所で発生する廃棄物 

避難所で発生する廃棄物の例は次のとおりです。避難所では、初動時に水と食料

を中心とした支援物資が届けられることから、ダンボールや容器包装等を中心とし

た廃棄物が発生し、徐々に衣類や日用品に伴う廃棄物が増加します。避難所ごみの

収集は可能であれば生活ごみと併せて行いますが、収集運搬車両や処理施設の被災

状況によっては、腐敗性廃棄物を優先的に収集する等の対応を行います。 

 

<避難所で発生する廃棄物> 

処理優

先順位 
分別区分 具体例 管理方法等 

高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低 

感染性廃棄

物 
注射器、血液が付着したガ

ーゼ等 

緊急の医療行為に伴い発生する

廃棄物。回収方法や処理方法は、

関係機関での調整が必要となる。

専用容器に入れて分別保管し早

急に処理 

し尿 

携帯トイレ、紙おむつ、お

尻ふき等（使用済み） 

携帯トイレのポリマーで固めら

れたし尿は衛生的な保管が可能

だが、感染や臭気を考慮し、でき

る限り密閉し早急に処理 

燃やすごみ 
残飯、使用済ティッシュ、

マスク、汚れた紙類、布類、

皮革製品等 

腐敗性廃棄物（生ごみ）は。ハエ

等の害虫や悪臭の発生が懸念さ

れるため、袋に入れて分別保管し

早急に処理 

飲料用缶 缶詰、缶パン等の容器 

分別して保管し資源として処理 

プラスチッ

ク容器包装 
食料や支援物資の包装等 

ペットボト

ル 
飲料の容器 

ダンボール 

新聞紙 

食料や支援物資の梱包材

等 
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カ 地区別防災計画の策定の追加 
地震災害対策編:p.72 
風水害等対策編:p.77 

新規事項 

(ｱ) 災害危険性について地区別に整理した地区別防災計画の策定を検討し、地区単位で

の防災対策を進めます。 

キ 災害対策本部長の代行順位の追加 
地震災害対策編:p.79 
風水害等対策編:p.89 

新規事項 

災害対策本部長の代行順位 

市長が不在かつ連絡不能な場合は本部長の代行を次のとおりとします。 

 １ ２ ３ 

代行者 危機管理所管副市長 危機管理所管以外の副市長 危機管理所管部等長 

 

ク ドローンを活用した災害情報収集の追加 
地震災害対策編:p.84 
風水害等対策編:p.94 

一部追加事項 

被災状況に関する情報収集手段として無人航空機（ドローン）の活用について追

加しました。 

必要に応じて無人航空機（ドローン）を活用し、上空からの被災状況の把握や危険箇

所に関する情報収集を行います。 
 

ケ 指定避難所及び指定緊急避難場所 資料編 

修正事項 

平成 27 年５月に改正された水防法をうけ、市内の一級河川６河川（相模川、中

津川、小鮎川、荻野川、玉川、細田川）、準用河川の想定し得る最大規模の浸水想

定区域等が公表されました。また、厚木市域における土砂災害警戒区域及び土砂災

害特別警戒区域について、神奈川県は、平成 28 年３月に 143 区域、９月に５区

域、平成 29 年３月に１区域を追加指定しました。 

浸水想定区域の見直し及び土砂災害警戒区域の追加、施設の耐震性等を踏まえ、

指定避難所、指定緊急避難場所を修正します。 

 

 


